
（単位：円）

当年度 前年度 増　減

115,861,607 97,673,947 18,187,660

1,648,000 2,151,000 -503,000

1,174,986 1,453,467 -278,481

118,684,593 101,278,414 17,406,179

20,000,000 20,000,000 0

20,000,000 20,000,000 0

7,470,000 6,390,000 1,080,000

9,166,300 10,540,100 -1,373,800

16,636,300 16,930,100 -293,800

5,381,915 5,848,918 -467,003

什器備品 1,392,547 1,656,599 -264,052

電話加入権 216,000 216,000 0

敷金 8,484,750 8,484,750 0

2,711,405 172,333 2,539,072

26,800 212,150 -185,350

18,213,417 16,590,750 1,622,667

54,849,717 53,520,850 1,328,867

173,534,310 154,799,264 18,735,046

6,310,330 7,497,585 -1,187,255

1,081,219 1,158,418 -77,199

7,391,549 8,656,003 -1,264,454

7,470,000 6,390,000 1,080,000

9,166,300 10,540,100 -1,373,800

16,636,300 16,930,100 -293,800

24,027,849 25,586,103 -1,558,254

0 0 0

149,506,461 129,213,161 20,293,300

(20,000,000) (20,000,000) (         0)

149,506,461 129,213,161 20,293,300

173,534,310 154,799,264 18,735,046負債及び正味財産合計

役員退職慰労引当金

退職給付引当金

固定負債合計

負債合計

Ⅲ　正味財産の部

流動負債合計

２．固定負債

預り金

２．一般正味財産

（うち基本財産への充当額）

正味財産合計

ソフトウェア

商標権

その他固定資産合計

固定資産合計

資産合計

１．指定正味財産

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未払金

基本財産合計

（２）特定資産

役員退職慰労引当資産

退職給付引当資産

特定資産合計

（３）その他固定資産

流動資産合計

２．固定資産

（１）基本財産

調査研究事業基金預金

建物附属設備

貸　借　対　照　表
（令和元年6月30日現在）

科　　　目

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金預金

未収金

前払金



　(1)固定資産の減価償却方法
建物附属設備、什器備品、ソフトウェア及び商標権……定額法によっている。

　(2)引当金の計上基準

　(3)消費税等の会計処理
　

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（単位：円）
科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
　調査研究事業基金預金 20,000,000 0 0 20,000,000

　小　　計 20,000,000 0 0 20,000,000
特定資産
　役員退職慰労引当資産 6,390,000 1,080,000 0 7,470,000
　退職給付引当資産 10,540,100 966,700 2,340,500 9,166,300

小　　計 16,930,100 2,046,700 2,340,500 16,636,300
合　　計 36,930,100 2,046,700 2,340,500 36,636,300

（単位：円）

科　　目 当期末残高
(うち指定正
味財産から
の充当額)

(うち一般正
味財産から
の充当額)

(うち負債に
対応する額)

基本財産
　調査研究事業基金預金 20,000,000(         0)(20,000,000) －

小　　計 20,000,000(         0)(20,000,000) －
特定資産
　役員退職慰労引当資産 7,470,000(         0)(         0) (7,470,000)
　退職給付引当資産 9,166,300(         0)(         0) (9,166,300)

小　　計 16,636,300(         0)(         0) (16,636,300)
合　　計 36,636,300(         0)(20,000,000) (16,636,300)

（単位：円）

科　　目 取得価額
減価償却
累計額

当期末残高

建物附属設備 7,054,201 1,672,286 5,381,915
什器備品 3,149,616 1,757,069 1,392,547
ソフトウェア 3,613,499 902,094 2,711,405
商標権 1,853,500 1,826,700 26,800

合　　計 15,670,816 6,158,149 9,512,667

　

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支給に充てるため期末要支給額を　
　　　　　　　　　　　計上している。

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

貸倒引当金……債権の貸倒損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し回収
　　　　　　　不能見込額を計上している。
退職給付引当金……職員の退職金の支給に充てるため期末要支給額を計上して
　　　　　　　　　いる。



科目 債権金額
貸倒引当金の
当期末残高

債権の当
期末残高

未収金 1,976,200 328,200 1,648,000

　

５．債権の期末残高、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の期末残高

６．事業費、管理費の計上の考え方について

　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
は、次のとおりである。

　事業費は、自主規制規則の改正や制度改正への対応など利用者保護・経営基
盤強化への取組み、会員調査、調査研究、広報啓発等に係る費用など認定協会
の事業目的を遂行するために要する費用を計上し、管理費は、総務・会計事
務、社員総会、理事会等協会の各事業を管理運営するために要する費用を計上
している。
  なお、上記費用のうち人件費、事務所賃借料等については、平成３０年度の
それぞれの業務に従事する時間の実績割合に応じて、事業費、管理費に配賦し
ている。




